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研究成果の概要（和文）：  

第一に学校評価に関する内外の文献を調査・収集し、現時点での研究水準のレビューができ

た。その成果をそれぞれの研究テーマの追及に活用した。第二は自己評価―学校関係者評価―

第三評価の戦略的な試行開発を行い、実践に貢献できた。第三は英米独豪そしてニュージーラ

ンドの学校評価に関する最新情報を入手し、分析と考察をまとめることができた。第四は研究

成果を活かして、全国各地での教員研修や学校での評価活動に支援と助言ができた。 
 
研究成果の概要（英文）： 
Changing times demand different and effective school management. The purpose of this 

research project is to develop strategic school evaluation system and to raise our school 
performance quality. Developing new type of school evaluation system needs to undertake 
the comparative study including US, UK, Germany, Australia and New Zealand. We found that 
schools must speak for themselves by using their self-evaluation more detailed. Robert 
S. Kaplan and David P. Norton created their Balanced Score Card and Strategic Map. We 
adopted this new idea and system to create the framework of school inspection and 
evaluation form.     
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１． 研究開始当初の背景 
 
文部科学省は中央教育審議会や同省の「基

本方針２００５」、「義務教育の構造改革」
などを踏まえ、各学校・地域の公教育の質
を評価し、必要な支援を行うことなどによ
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り、各学校・地域における教育の質を保証
するための学校評価システムの構築を目指
している。「教育の質を評価」すること、そ
のために「学校評価システムの構築を図る
こと」は、昨今の教育改革の緊急かつ最重
要課題の一つとなっている。 
また、研究代表者は、平成 17 年 3 月 29 日
の中教審義務教育特別部会において英国の
事例を紹介しながら、義務教育の質保証の
システムを開発することの意義と重要性な
どを指摘して、専門的第三者評価のシステ
ム開発が政策的喫緊の課題であることに言
及をした。その後、「学校評価の推進に関す
る調査研究協力者会議」では副座長として、
全国の評価委員に対する理論的説明を行い、
自らも評価委員として、全国の学校に関わ
っている。さらに、平成 18 年 11 月 13-14
日の文部科学省主催の国際シンポジウム
「初等中等教育の成果の検証と質の保証」
では、2 日間ともコーディネーターを務め
た。 

平成 18 年度から足立区教育委員会との
共同で、文部科学省の新教育システム開発
プログラム「学校の第三者評価の評価手法
等に関する調査研究」の研究委託を受け、
区独自の学力調査結果などをデータ・マイ
ニングして活用した、戦略的な学校組織改
善研究に着手した。 

戦略的な学校評価システムの開発による
公教育の質保証は、より高い次元の教育分
野における公共サービスの提供として、理
論研究と科学的なシステム開発が求められ
ている。 

諸外国では英米独豪韓、ニュージーラン
ドなどで先進的、試行的な研究と実践が進
んでおり、欧州全体でも、本テーマに関連
した共同研究開発の動きも見られる。今後
は学校自身の自己評価を基盤とした、学校
関係者評価と第三者評価の有機的な連動で
あり、その成果を活用した、授業改善をど
のように進めるかにかかっている。さらに
学校評価をより科学的なものとするために
は、全国的な学力・学習状況調査との連動
も重要である。 
 
２． 研究の目的 
 
第一に、学校評価に関する研究の内容や水

準をレビューし、それを基礎として比較研究
を進めることである。第二は学校評価をシス
テムとして、組織的かつ体系的なものとして
開発することである。第三はハーバード大学
のロバート・キャプランとデービッド・ノー
トンが開発をした技法を日本の学校にあて
はめて、活用可能なものへと開発を進めるこ
とである。第四はそのための示唆的な研究成
果として、先進諸国の事例を調査し、我が国

への適用可能性など探ることである。 
 
３． 研究の方法 
 
第一に関連する文献の調査を進めた。その

成果は、それぞれの具体的なテーマの推進に
際して、先行研究の分析として活かされた。
第二に諸外国との比較研究を進めるために、
現地調査を行い、理論的な領域だけでなく、
具体的な評価活動の実態調査などを推進す
ることができた。第三はバランスト・スコ
ア・カードなどの先進的な手法の適用可能性
を試行的に実践し、学校教育分野での有効性
を確かめた。 
 

４． 研究成果 
 
第一に学校評価システムの開発が進んで

いる諸外国の具体的な実践事例、研修プログ
ラムなどの様子を観察し、考察することがで
き、貴重な情報を収集できた。第二はそれぞ
れの国の専門家を研究分担者や連携研究者、
研究協力者として組織化できたので、国際的
な研究動向を共有でき、グローバル・スタン
ダードの形成が進行中であることを知り、我
が国の置かれている客観的な位置や状況を
知ることができた。第三は国内での調査研究
を通して、随時、その成果を学校現場に還元
することができ、臨床的な研究としての成果
のまとめることができた。 
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